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小・中学校は次期学習指導要領の移行期間中であり、
一部の高校入試や大学入試では４技能による評価が検討・実施されるなど、
昨今の英語教育改革は待ったなしの状況で進んでいる。
数値で示される英語力を高めることはもちろんのこと、これからの社会を生きる土台となる
資質・能力の一部である「使える英語力」を子どもたちが身につけるために、教育委員会ができることは何か。
高校入試改革の検討を進める東京都教育庁と、改革にいち早く着手した福井県教育庁との座談会や、
両都県を含む現場での取り組みや指導力向上の事例などから考える。

特集

連続性ある
英語教育

教委が導く！



＊１　Common European Framework of Reference for Languages（ヨーロッパ言語共通参照枠）の略で、語学のコミュニケーション能力のレベルを示す国際標準規格。レ
ベルは A1、A2（A：基礎）、B1、B2（B：自立）、C1、C2（C: 熟達）の 6 レベルがあり、C2 が最も習熟度が高い。

5教育委員会版　2 018  Vo l . 2

年度 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

教育振興
基本計画 第 3 期教育振興基本計画（2018 〜 22 年度） 第 4 期教育振興基本計画

（2023 〜 27 年度 )

出来事

中 3
全国学力調査

「英語４技能」
予備調査

中 3
全国学力調査

「英語 4 技能」
導入

東京
オリンピック・
パラリンピック

次期
学習指導
要領

小学校で
新課程

完全実施

中学校で
新課程

完全実施

高 1 で
新課程

完全実施

高 2 で
新課程

完全実施

高 3 で新課程
完全実施

新課程での
大学入試実施

大学
入試改革

大学入学共通テスト
実施とその枠組みに
おける英語の資格・
検定試験の活用

＊文部科学省の複数資料を基に編集部で作成。

これからの
英語教育を考える

視点1

これからの
英語教育を考える

視点 2

これからの
英語教育を考える

視点 3

大学入試での英語４技能評価、次期学習指導要領の
全面実施など、英語教育の環境が１年単位で変化

次期学習指導要領では、英語の授業での
「主体的・対話的で深い学び」の実現が求められる

生徒・教員の英語力は、国の目標との間に依然、差がある。
生徒の意識では、自分が将来、英語を使うイメージが弱い
◎生徒・教師の英語力の状況

割合
（実績/目標） 中学校 高校

生徒 40.7/50 39.3/50

教員 33.6/50 65.4/75

注）生徒については、中学３年生で CEFR・A1
レベル以上相当、高校３年生で CEFR・A2 レベ
ル以上相当の英語力を有すると思われる割合。
教員については、CEFR・B2 レベル以上のスコア
等を取得している英語担当教員の割合。

＊文部科学省「平成 29 年度英語教育実施状況調
査」を基に編集部で作成。

◎社会での英語の必要性と、自分が英語を使うイメージ
　（中学生の場合）

外国語活動・
外国語科の目標

小・中・高等学校を
通じた領域別の
目標の設定

• 外国語教育における「知識・技能」、「思考力・判断力・表現力等」、「学びに向
かう力・人間性等」を更に育成すること。

•三つの資質・能力を明確にした上で、❶各学校段階の学びを接続させるととも
に、❷「外国語を使って何ができるようになるか」を明確にするという観点から
目標の改善・充実を図る。

• 外国語学習の特性を踏まえて「知識・技能」と「思考力・判断力・表現力等」
を一体的に育成し、小・中・高等学校で一貫した目標を実現するため、そこに
至る段階を示すものとして国際的な基準である CEFR＊１などを参考に、段階
的に実現する領域別の目標を設定する。

＊中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について」（2016
年 12 月）第２部第２章「12. 外国語」を基に編集部で作成。

＊ベネッセ教育総合研究所「中高生の英語学習に関する実態調査」（2014 年）を基に
編集部で作成。

10.954.026.07.5

25.723.644.2 1.55.0

1.5

英語を使うことは
ほとんどない

社会での
英語の
必要性

自分が
英語を使う
イメージ

日常生活で外国の人と
英語を話すことがある

無回答・
不明

（％）

仕事ではほとんど
いつも英語を使う

いつもではないが仕事で
英語を使うことがある

（％）



加藤　人口減少が著しい日本では、
ＳＤＧｓ＊１で掲げられた世界的課題も、
一部のリーダーだけでなく、国民一人
ひとりが当事者として国内外の人々と
協働して取り組む必要があります。そ
うした社会を生きる子どもたちにどの
ような力を育みたいとお考えですか。
佐々木　人口減少とＡＩの進化には大
きな危機感を抱いています。インター
ネットで調べれば何でもすぐに分か
る時代にあって、知識・技能を活用す
る力や思考力・判断力などがますま

す重要になります。他者と協働しなが
ら自ら課題を見つけて新たな価値を
創り出す力の育成はもちろん、困って
いる人を助けるといった心の教育な
ど、不易の部分も大切にしています。
瀧沢　東京都では、「教育ビジョン」
として、変化の激しい社会で自ら学び
考え行動する力や社会の発展に貢献
する力を培うことを基本理念に掲げ
ています。具体的には、相手の考えを
的確に理解して論理的に説明する力
や、柔軟に考え新たな価値を創造する
力などを重視しています。特にグロー
バル人材の育成については、「東京グ
ローバル人材育成計画 '２０」でこれ

からの東京の姿、そこで活躍する人材
に必要な資質・能力を描き、個々の目
標と施策に落とし込みました（図１）。
佐々木　本県で同様の位置づけにあ
たるものは、教育振興基本計画です。
基本方針の１つに、「使える」外国語
教育の推進を掲げています（図２）。

加藤　そうした教育施策の中で、英
語教育をどのように捉えていますか。
佐々木　英語教育は言語教育です。自
分の考えを発信し、他者の考えを受け

＊１　Sustainable Development Goals の略。2015 年に国連が掲げた、持続可能な開発目標のこと。①貧困をなくそう、②飢餓をゼロになど、17 の目標と 169 のターゲット
から成る。

ベネッセ教育総合研究所東京都教育庁
実践内容は P.10 〜13 参照

福井県教育庁
実践内容は P.14〜17参照

グローバル教育研究室室長／主席研究員

加藤由美子　かとう・ゆみこ
ベルリッツ・シンガポールの学校責任者、ベネッ
セの英語教育事業開発担当等を経て現職。

指導部　国際教育推進担当課長

瀧沢佳宏　たきざわ・よしひろ
東京都立両国高校副校長、東京都教育庁指導
部、人事部、都立学校教育部等を経て現職。

学校教育幹

佐々木栄秀　ささき・えいしゅう
福井県教育庁高校教育課参事、福井県立藤島高
等学校長、同教育庁高校教育課長等を経て現職。
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小・中・高・大とすべての学校種で英語教育改革が進む中、「使える英語力」の育成に向け、教育委員会は何をすべきか。
2020年の東京オリンピック・パラリンピックを好機の１つと捉え、グローバル人材の育成に力を入れる東京都教育庁と
全国に先駆けて高校入試における英語４技能評価を推進する福井県教育庁の双方の英語教育担当者が、
ベネッセ教育総合研究所のグローバル教育研究室室長の進行で、現在の課題と施策、今後の展望を語り合った。

小・中・高を一貫する英語教育の
実現に向け、教育委員会は何をすべきか

座談会

人口減少・技術革新が進み、
価値創造力が一層重要に

言語教科だからこそ容易に
「主体的・対話的で深い学び」

「使える英語力」を育む指導のあり方とは？



取り、判断して考え、また発信する。
その積み重ねで英語力は伸びていき、
授業自体が英語力とともに思考力や
表現力なども育成する場となります。
日本語では簡単すぎて口にすること
が少ない話題も、英語では話しやす
いことがあります。英語の授業は、そ
うした平易な話題から始め、自己表
現に慣れ、深い思考が求められる活動
へと移行しやすくなるという利点が
あります。つまり、英語は「主体的・
対話的で深い学び」を実現しやすく、
今求められている資質・能力を育む
重要な教科だと捉えています。
瀧沢　その通りだと思います。英語
教育改革では、「話す」力の育成に注
目が集まりやすいですが、東京都で
も育成を目指すのは「社会で使える
英語力」です。新学習指導要領で目
的や場面、状況などに応じた言語活
動の設定が求められているように、
文例のやり取りだけでなく、自分たち
で課題を設定し、その解決策を話し合
うといったタスクが授業でもっと行
われるようにしたいと考えています。

加藤　活動中心の授業では、題材が重
要になると思います。当研究所が行っ
た「ＧＴＥＣ」＊２のスコアを１年間で
大幅に伸ばした中学校・高校への調
査結果を見ると、教科書から社会に
かかわるテーマをうまく設定し、子ど
もが考える授業をしていました。
佐々木　自分の中に伝えたいことが
なければ、英語は単に覚えた知識の
ままであり、英語を使う意欲も持てま
せん。そこで、本県では、高校１年
生向けに県の特色を英語でまとめた
教材『Fuku（福）─English』を作成
しました。覚えさせたい単語や文法
ありきではなく、伝えたい内容に適
した英語表現を取り入れたのが特徴

で、地元福井を外国人に案内するた
めの内容を盛り込みました。
瀧沢　東京都も、東京の特色を英語
で紹介する独自教材『Welcome to 
Tokyo』を作成しました。身近な事
柄を英語で発信する経験を通して、英
語を使えると自分の生活が豊かにな
り、英語は授業だけではなく、社会で
使えるものだと実感してもらうこと
を企図しています。
加藤　社会における英語の必要性を
認識していても、自分が使うイメージ
は湧きにくいという調査結果＊３があ
りますが、そうした意識の転換には、
子どもにとって意味のある教材を使
うことがいかに重要かが分かります。
佐々木　県教委として、優れた教材

を作成するとともに、効果的に活用
するための研修も重要だと考えてい
ます。例えば、小・中では県内を７地
区に分けて、校種を超えた互見授業
を進めています。県内の中・高につい
ても、英語科教員による自主研究団
体「県英語研究会」でも、授業研究な
どを行いながら切磋琢磨しています。
瀧沢　英語の必要性を実感するには、
英語を使う環境が身近にあることも
効果的だと考え、今年９月、児童・
生徒対象の東京都英語村「TOKYO 
GLOBAL GATEWAY」を開設しま
した。社会の一場面を英語で体験す
るなど、豊富なプログラムを用意し、
授業と社会をつなぐ場としての活用
を期待しています。

＊２　ベネッセコーポレーションが提供する英語のスコア型テスト。「読む」「聞く」「話す」「書く」の４技能別に絶対評価を行う。スピーキングテストはタブレット端末を使用し
て行われるため、学校内での集団実施も可能。　＊３　ベネッセ教育総合研究所「中高生の英語学習に関する実態調査 2014」。
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東京都「東京グローバル人材育成計画 '20」（2018 年 2 月公表、抜粋）図１

◎育成すべき具体的な資質・能力と態度
３つの柱　•「使える英語力」の育成　•豊かな国際感覚の醸成　•日本人としての自覚と誇りの涵養

◎取組の方向性
❶授業の質を高める　•スピーキングを含めた４技能の伸長　• 新学習指導要領への対応　•「主

体的・対話的で深い学び」の実現
❷学ぶ時間・機会を増やす　• 英語の授業以外で学べる環境の創出　• 興味をひくコンテンツの

提供　• 英語を使う必要性・必然性の創出
❸学ぶ意欲を高め、学び続ける　• 国際交流の飛躍的拡充・継続　• 楽しさ・自信を体感できる

環境整備　• 目標を示し、チャレンジを支援　• 自律的・継続的な学習者の育成

◎施策
❶小学校英語の教科化等への対応　❷中学校における「わかる」「使える」を実現する英語授業の
推進　❸教員の英語力・指導力の底上げ　❹最新の英語教授法の習得　❺ネイティブ・スピーカー
の活用による授業改善　❻授業改善に向けた４技能評価の導入　❼英語での実践的な発話を体験
❽ＩＣＴを活用したスピーキング能力の向上　等

＊東京都教育庁提供資料を基に編集部で作成。

福井県「福井県教育振興基本計画」（2015〜2021年度）（抜粋）図２

方針４　グローバルな社会で活躍するための「使える」外国語教育の推進

◎基本的な考え方
• 国内外を問わず産業・観光など海外との交流が活発化し、これからの時代を生きる子どもたちは、

実生活で役立つ英語などの外国語を学ぶ必要に迫られています。
• 本県の生徒・教員の英語力は高いものの、話すなど実際に「使う」ことに課題があるため、国に

先駆けて小学校からの英語教育を推進します。
• 早い時期から段階的に英語に慣れることにより、児童の負担を軽減するとともに、平成 32 年度

からの小学校英語教科化に円滑に対応します。

◎主な施策
❶英語教科化への先行対応による小学校英語の推進　• 小学５年生、６年生に教科としての「英語」

を段階的に導入、小学３年生、４年生に外国語活動を導入（2018 年度〜）• 各小学校の中核と
なる教員を養成するため、外国語大学と連携した研修を実施（2015 年度〜）等
❷「話す」「書く」「聞く」「読む」力を着実に身に付ける中学・高校英語教育の推進　• 中学校、

高校において英語で行う授業を拡充　• 中学生、高校生に対する民間の英語の資格・検定試験
等の受検を支援（2016 年度〜）　等

＊福井県教育庁提供資料を基に編集部で作成。

教委が導く！　連続性ある英語教育特集

「英語は社会で使えるもの」
と子どもが感じることが大切



加藤　２０２０年度に大きく変わる小
学校での英語教育については、どの
ような施策を進められていますか。
佐々木　本県では２０１８年度から、
県内すべての公立小学校で、３・４
年次は年間３５時間、５・６年次は年
間７０時間の授業を行っています。Ｔ
１は担任を基本とし、モジュールは
活用しない方針です。担任の不安や
負担を少しでも軽減しようと、授業時
数分の指導案と教材を作成し、各校
に配布しました。指導案は英語版も
作成し、ＡＬＴ＊４との打ち合わせ時間
が十分に取れなくても、すぐに授業
が行えるようにしています。
瀧沢　東京都は、人的配置と研修の
実施において区市町村を支援してい
ます。具体的には、英語専科教員や
都独自の英語教育推進リーダーの配
置、教員の海外派遣研修、『Welcome 
to Tokyo』を始めとする教材の作成
など、多方面から支援してきました。
佐々木　本県では人材確保の面で専
科教員の配置は難しいと判断し、２
年前から、担任をＴ１として小学校
英語を進めることを周知してきまし
た。現場から不安の声が上がりまし
たが、指導案や教材を提供し、研修
を充実させることで、その払拭に努
めました。今後も、教材と研修を柱
として現場を支えながら英語教育を
推進していきます。
瀧沢　小学校の授業を見て思うのは、
小学校の先生は褒めたり励ましたり
と子どもの意欲を高める指導力が高
く、様々な教科の指導経験があるので
他教科と関連させた授業も上手だと
いうことです。中・高の教員が小学校
教員から学ぶことは多いと思います。

加藤　「英語を話せないから授業はで
きない」と不安に思う先生もいらっ
しゃると思いますが、小学校の先生
だからこそできる授業があると自信
を持って進めていただきたいですね。
佐々木　小学校の先生方の可能性に
は大いに期待しており、全面実施ま
での２年間で、先生方には英語力を
高めてもらい、２０２０年度をスター
トできればと考えています。

加藤　小学３年生から英語教育が行
われると、中学校入学時の英語力の
把握が一層重要になると考えられま
す。また、中学校でも高校と同様、
英語の授業は英語で行うことが次期
学習指導要領に示され、４技能の指
導が強化されます。そうした中、子
どもの英語力を伸ばすには、小・中・
高の連携が鍵を握りそうです。
佐々木　本県もそう考え、２０１７年

度、県教委内に小・中・高の英語担
当の指導主事から成る「外国語教育
グループ」を設けました。校種を超
えて情報共有を密にし、指導主事訪
問などに生かしています。特に、現
小学３年生が中学校に入学するまで
の４年間は、新中学１年生が小学校
で受けた英語教育は毎年異なります。
中学校教員が小学校の英語の授業を
見て、自校に入学する子どもの英語
力を把握することは必須です。小・中
の互見授業を推奨しているのも、そ
うした理由があります。
瀧沢　東京都の場合、小中連携は区市
町村の裁量によるところが大きいで
す。東京都として中学校での４技能
の統合的な指導を支援するため、「中
学校英語科教師のための指導資料」
を作成し、都内の全公立中学校に配布
しました。また、「生徒の英語による
パフォーマンスを高めるための指導
資料」（ＤＶＤ）を作成し、新学習指
導要領の改訂のポイントや授業改善
例、パフォーマンステスト（スピー
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＊４　Assistant Language Teacher の略で、外国語指導助手のこと。小・中・高校などの英語の授業で日本人教員を補助する。

小学校英語で重要なのは
担任ならではの「指導力」

小・中が互いに授業を見て、
子どもの英語力を把握する

小・中・高と連続して「使える英語力」を育むために



キングテスト）事例などを示しまし
た。さらに、その実践に向けた研修を、
公立中学校の英語科教員全員を対象
に行っています。３年間で全員の受
講を目指していたところ、本年度ま
での２年間で対象者の受講がほぼ済
みました。現場のパフォーマンス評
価への関心の高さを感じています。

加藤　中高連携では、高校入試が大
きなポイントになると思います。大
学入試では、民間の英語の資格・検
定試験を活用した４技能による評価
の導入が進んでおり、高校入試も今
後の動向が注目されています。
佐々木　本県では、２０１８年度高校
入試から、民間の資格・検定試験の
結果を加点する方式を導入しまし
た（図３）。高校入試の英語の試験で
は、１９６０年からリスニングテスト
を行っており、リーディングとライ
ティングについても、和訳や文法の
問題は出さず、要約や意見を書く問
題を出しています。スピーキングに
ついては、２０１９年度から民間の資
格・検定試験を使った新たな選考方

法を検討しています。これに先立ち、
この８月に試行テストも行いました。
中学校で４技能の指導をしているに
もかかわらず、高校入試ではスピー
キングだけテストがない状況を解消
することがねらいです。検定日や予
算などの課題はありますが、生徒が
日々の授業に必然性を感じ、安心し
て学びに向かえるようにするために、
目標・指導・評価の一体化を図るこ
とは、入試においても重要です。今
回の結果を分析し、２０１９年度入試以
降、よりよい方法を探っていきます。
瀧沢　東京都においては、高校入試
における英語４技能による評価を、
英語教育の有識者や学校長らによる
委員会を立ち上げて検討しています

（図４）。中学校までの４技能の授業
でつけてきた英語力を、「東京グロー
バル１０」＊５など、各高校の特色ある

教育で学校が目標とする英語力にま
で高めて卒業させる役割を果たす上
で、高校の英語入試はどうあるべき
なのか。入学─教育課程─卒業という
一貫したポリシーの下、英語教育を充
実させる観点で検討を進めています。
加藤　次期学習指導要領では、小・中・
高で一貫した４技能５領域の目標が
Ｃａｎ─Ｄｏ形式で示されました。英語
力の評価というと、得点や合否など
に目が行きがちですが、「英語を使っ
て何ができるようになったか」が今
後さらに重要になります。卒業時、
各学年、各学期の到達目標を、学習
指導要領に示されたＣａｎ─Ｄｏ形式で
設定し、その目標に向けた授業を行
い、パフォーマンステストでも測る評
価をどの学校段階でも行えば、おの
ずと小・中・高で連続的に英語力は
伸びていくのではないでしょうか。
佐々木　普段の学習で身につけるべ
き力がそのまま試験でも問われ、評
価される。それは、入試でも定期考
査でも同じであり、本来あるべき姿
です。採点の難しさなどの課題はあ
りますが、それに向き合い、解決を
図っていくのが教委の役割です。
瀧沢　英語教育は過渡期であり、現
場の先生方も毎日が勉強だと思いま
す。ただ、その姿は子どもにとって、
生涯学び続けるというロールモデル
になるはずです。先生方には、日本
の教育が変わっていく、その先陣を
切って取り組んでいるという気概を
持っていただきたいですし、それを
教育委員会はサポートしていきます。

＊５　東京都が次代を担うグローバル人材育成に向けた取り組みを支援する事業。都立高校及び都立中等教育学校の 10 校が 2015 年度から３年間の指定を受けた。2018 年度
再指定。
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年度 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

都（
高
校
入
試
）

東京都立高校入試英語検査改善の想定スケジュール図４

福井県公立高校入試英語検査の状況図３

＊「東京都立高等学校入学者選抜英語検査改善検討委員会報告書」（2017 年 12 月）を基に編集部で作成。

2018年度入試
（現高校１年生）

話す力を含めた４技能評価のため、民間の英語の資格・検定試験の取得級
に応じて、英語の入学試験（読む・書く・聞く）の得点に５〜 15 点を加点。
ただし、加点後の上限は 100 点とする。

2019 年度入試
（現中学3年生）

2018 年度入試に導入した加点制度を修正し、取得級による加点は５点とす
る。加点対象とする級は学校・学科によって異なる。なお、加点後の上限を
100 点とする点は変更なし。

2020 年度以降
（現中学２年生以下）

「話す」力の評価は、民間の英語の資格・検定試験によるスピーキングテス
トの導入を検討中。それに向けて、2018 年８月に試行テストを実施。

＊福井県教育委員会提供資料及び取材に基づいて編集部で作成。

調査研究
フィージ
ビリティ
調査

プレテスト　→　一部実施　→　拡大実施

公表・周知

教委が導く！　連続性ある英語教育特集

目標・指導・評価の一体化は
入試にも定期考査にも必要


